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ABSTRACT
Aged people are very vulnerable to natural disasters, but they have experience and knowledge of disasters and
how to live for disaster prevention. The questionnaire data on regional plan for disaster prevention were col-
lected from 42 prefectural governments. The analysis made the following points clear : (1) few measures spe-
cific for the aged people are provided, (2) the prefectural governments encourage to build two types of social
networks for emergency cases : community network among neighborhood associations, senior clubs, parents’
associations, and volunteer groups, and security safeguards systems of personal data for the people who need
special cares, (3) as for medical stock, emergency medicine (antibiotic for external injuries) takes priority over
adult−disease medicine, (4) several cities and towns have their original programs of disaster education. Aged
persons who have experienced disasters actively help the programs
１．はじめに
先般の新潟県中越地震・能登半島地震ならびに中越沖地震、また、平成１８年豪雪でも明らかになっ
たように、大災害の発生は、社会の最も脆弱な部分を表面化し、自らは十分な災害準備を行うことの
難しい人々の生活を危機に陥れがちである（藤原，１９９５；Tierney et al.,２００１；Mileti, et al.,２００４）。平
成１８年豪雪では、福井県内死傷者の平均年齢は７０歳近かったし（井上・服部，２００６）、高齢者や障害
者などへの対策も決して十分とは言い得ないものであった（薬袋・小柏，２００６）。災害後の生活も高
齢者にとっては容易ではなく、平成１９年の中越沖地震では、避難生活を送る高齢者へのストレスや慢
性疾患患者の常備薬不足の問題が指摘されている（朝日新聞，２００７）。一方で、高齢者は貴重な災害
体験や防災に対する生活の知恵を後世に伝える貴重な存在でもある。本報告の目的は、災害時要援護
者とされる高齢者に関わる防災と医療支援についての調査結果をもとに、高齢者割合の増加がいっそ
う進んでいる日本の社会における防災の現状と課題を明らかにすることである。
２００５年の国勢調査によると、６５歳以上人口が２０．１％を占め、沖縄県を除くすべての都道府県で６５歳
以上人口が１５歳未満人口を上回る状況となっている（総務省統計局，２００５）。こうした高齢社会にお
ける防災対策には、高齢者へのきめ細かな公的支援だけでなく、高齢者の知恵や経験を防災教育に生
かすことも重要である。自治体による住民への防災対策の実施は市町村に委ねられ、都道府県は防災
指針の提示や市町村への指導をするというのが、基本的な役割分担とされている。しかしながら、一
戸建て住宅の耐震改修と耐震診断に関する補助制度の整備状況などに見られるように、防災への取り
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組みには、都道府県レベルでの地域差が明瞭なものも少なくない（福井新聞，２００６）。
そこで、本稿では、都道府県で実施されている防災対策について、（１）災害時要援護者（いわゆる
災害弱者）としての高齢者への配慮、（２）高齢社会についての認識、（３）社会資産としての高齢者の知
識や知恵の活用、（４）先進的な高齢者防災という４点を中心に報告する。
地域によって発生する自然災害の種類や頻度は大きく異なる。また、地域社会の伝統や住民組織の
あり方もさまざまである。本報告の意義は、今日の高齢社会における防災システム整備について、地
域的な多様性を踏まえて柔軟に検討するための資料を提供することにある。
２．アンケート調査の方法
２００６年６月８日付けで、４７都道府県庁の防災担当部局宛に、「地方自治体による高齢者のための防
災対策と医療支援に関する調査票」（付表）を郵送した。
調査票では、（Ａ）当該都道府県における自然災害：頻発する自然災害の種類と直近の大規模災害（死
者のあったもの）、（Ｂ）日常的な防災：防災グッズや救急救援物資、医薬品等の備蓄、家屋の補強等
の補助・支援、（Ｃ）災害時の緊急連絡網、（Ｄ）防災パンフレットと防災訓練、（Ｅ）高齢者の災害経験
の活用、（Ｆ）独自の取り組みを行う市町村、の６つの側面について、質問項目を掲げた（付表）。熊
本県および鹿児島県の市町村を対象にした調査（高橋ほか，２００５）では、地域防災計画全般に関して
アンケートが実施されているが、本調査では、都道府県レベルでの高齢者対策および方針に焦点を絞
った。
６月１９日から８月２５日までの間に、４２都道府県から回答を得た。また、上記（Ｆ）の回答で挙げられ
た８市町については、別途、同様の調査票を郵送し、４市町から回答を得た。防災担当部局には、回
答時点での高齢者防災の状況を回答していただいた。
図１ よく発生する自然災害
Fig. 1. Natural disasters which often occur in each
prefecture.
図２ 死者のあった直近の自然災害
Fig. 2. The latest natural disasterswhich killed people.
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３．調査結果
日本各地で発生する自然災害はさまざまであり（図１）、死者をもたらす災害も少なくない（図２）。
今日でも身近な危険である自然災害に対して、都道府県レベルでは高齢者を対象とした防災体制をど
のように整えているか、以下の節では、１章に掲げた（１）～（４）に即して、調査票の集計結果を示す。
３．１ 災害時要援護者としての高齢者への配慮
調査票での質問項目に即して、都道府県からの回答を整理する。
（）高齢者（世帯）への防災グッズ・非常食：４０都道府県で「支給していない」。唯一、「支給し
ている」とした徳島県では、「市町村によって、応急手当セット、タオル、軍手、懐中電灯等や災害
時持ち出し品購入費の３分の１（限度額５千円）を補助している」。
（）救急・救援物資：高齢者用食を備蓄しているのは、大阪府のみである。
（）家屋・家具の補強・倒壊防止の補助・支援：９府県で何らかの援助を実施しているが、高齢者
を含む災害時要援護者（世帯）に対する施策を行っているのは静岡県と高知県のみである。
（）住民間での緊急時連絡網：連絡網の整備は、市町村での担当とされており、多くの都道府県で
は「市町村へ指導する」（１４府県）にとどまるか、「その他（把握していないを含む）」（２６道県）であ
る。「要援護者登録制度」（愛知県豊田市、安城市）や「要安否確認者名簿制度」（大阪府の市町村）、
高齢者と警備会社等との間で緊急通報体制システム（福島県）を実施しているところもある。
（）高齢者用の防災パンフレットなど：１４都道府県において、「（高齢者を含む）要介護者支援マ
ニュアル」（ビデオを含む）を策定あるいは策定中である。高齢者に限った防災パンフレットを発行
しているところはない。
（）高齢者対象の防災訓練・教育、ならびに高齢者の介護者への防災訓練・半数以上の都府県で実
施していない。何らかの形で高齢者等の要介護者や介護者など関係者を含めた防災訓練や防災教育を
実施しているケースを整理している（表１）。高齢者を含む要介護者対象に特化した訓練を実施する
ところは少ないが、総合的な防災訓練の一環として実施する方法や出前講座の方法がよく採用されて
いる。また、介護施設での訓練義務を回答したところもある。愛知県と大阪府は、自主防災組織や町
内会、老人会といった住民組織のネットワークを活かした高齢者対策を試みている。
表１ 高齢者ならびにその介護者に対する防災訓練の実施状況
Table 1. Disaster-training-drill or disaster lectures for aged people and their helpers.
＊ 府・三島地域４市１町合同防災訓練（住民参加型）で、高齢者の安否確認・避難誘導の訓練を実施。
＊＊ ５つのモデル地区で、自主防災組織や町内会が地元老人会等と地域ネットワークを構築し、災害時要援護者対策を取り
入れた防災訓練等を実施。
内 容 参加対象者が高齢者（を含む） 参加対象者が介護者（を含む）
総合防災訓練
北海道、山形、福島、滋賀、熊本、
鹿児島
熊本
災害時要援護者対象の安否確認訓
練、避難訓練
岩手、長野、大阪＊、岡山 大阪＊
自主防災組織等で（出前）講座・
講演会、訓練
茨城、埼玉、富山、愛知＊＊、徳島、
高知
茨城、富山、愛知＊＊、徳島
災害時要援護者施設の避難訓練
（防災訓練）
石川 石川、福井、長野、高知
防災研修センターの研修項目 鹿児島 鹿児島
災害イマジネーションゲーム 北海道
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３．２ 「高齢社会」が意識されているか―成人病用医薬品の確保状況
災害発生時に必要な医薬品（抗生物質など）に関しては３９都道府県で、恒常的に服用を続ける必要
のある成人病用医薬品（循環器系慢性疾患用医薬品など）に関しては３６都道府県で、「備蓄している
／入手先を確保している」。「その他」（各２県）の回答を含めて、備蓄や確保の内容を表２にまとめて
いる。
医薬品業者や組合等との契約で医薬品を流通備蓄ないしは入手先を確保しているというのが一般的
な準備体制である。２日ないし３日分といった具体的な備蓄目標量を掲げているのは、青森、岩手、
京都、沖縄、鳥取の５府県である。千葉、滋賀、奈良の３県では、被災地での医薬品需要が供給でき
ない場合、隣接府県からの協力を想定している。
成人病医薬品の備蓄レベルは、全般に、外傷用など緊急時医薬品のそれよりをやや下回る。成人病
医薬品備蓄に関して「対策はない」とする回答（４道県）は、緊急時医薬品の「対策はない」の回答
（２県）を上回る。また、備蓄していても、「３品目」のみである長崎県など、備蓄の量も種類も豊
富とは言い難い。避難生活が長期化した場合の成人病医薬品の優先的供給について言及しているのは、
広島県のみである。
３．３ 社会資産としての高齢者の知恵と経験―防災教育のための教材化
防災教育における高齢者ならびに高齢者の災害体験の活用については、２７都府県で「実施していな
い」状況であり、活発とはいえない。
表３に、具体的な実施内容が記載されていた１４道県の回答をまとめている。挙げられている例の大
半は、津波や地震、豪雪などの災害体験の伝承である。防災教育へは、講座等での体験談、冊子や広
報等の印刷物、テレビ（ビデオ）番組、ホームページ、データベース等の手段が用いられている。注
目されるのは、小中学校の防災教育の授業として体験談を聞く機会があったり（高知）、中学校で過去
の地震調査を行ったり（和歌山県串本町）、学校教育の現場で過去の体験が教材として活かしている
事例である。また、自主防災組織で地域の防災マップを作るなかで、地元の住民の知恵や知識を盛り
込もうとするところ（高知）もある。災害体験以外のもので興味深いのは、雪下ろしのコツ（福井）
や土地に関する知識（高知）を伝達しようとする事例である。
伝承等の対象として挙げられた災害は、津波（岩手）、風・水害（群馬、岐阜）、雪害（福井、岐阜）、
林野災害（岐阜）、地震（岐阜、滋賀、鳥取、徳島、高知）である。頻発災害（図１）や直近の大災
害（図２）とは、必ずしも対応していない。人々の間で長く共有される記憶に残る災害が教材となり
やすい。
表２ 医薬品の備蓄状況
Table 2. Emergency medical stockpile of antibiotic for external injuries and medicine for adult disease.
都道府県数（複数回答）
＊ 災害後必要量の３日分（青森、岩手、京都）、２日分（沖縄）、６千人分（鳥取）を備蓄している府県あり。
災害発生時の緊急用医薬品
（抗生物質等）
成人病用医薬品
（循環器系の慢性疾患用医薬品等）
医薬品業者／組合／協会と
協定締結
３３ ２６
（内、（流通）備蓄） （１７） （１３）
拠点備蓄＊） １４ ９
病院対応 ０ １
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表３ 防災教育への高齢者の参与ならびに防災体験等の教材化状況
Table 3. Opportunities where aged people tell younger generations their experience and knowledge
relating to natural disaster.
内 容
北海道
ＤＩＧ（災害イマジネーションゲーム）の実施や気象台等と共催による防災講座等により、過
去の災害の被害や当時の状況等を伝達する機会をカリキュラムに含める。
岩手
「地域防災力ＵＰシンポジウム」（２００４、田老町）では、昭和三陸津波の伝承者による被災体験
発表。津波防災学習教材開発（２００５）にあたり、伝承者の体験談を教材に取り入れる。
群馬 水害の体験者をシンポジウムのパネリストとしたり、体験談を取りまとめる。
埼玉 自主防災組織指導者養成講座において、災害時要援護者体験を行う。
福井 屋根雪下ろし講習会において、雪下ろしのポイントを説明。
長野
県内の過去の災害における体験談を取りまとめた「長野県災害体験集」（２００２．８）を発行し、各
市町村に配布した。出前講座（県民向け防災講座）時に、体験談の内容を紹介する。
岐阜
防災課で、「私の災害体験談」を募集。地震、風水害、林野火災、雪害（昭和東南海地震（１９４４）
から１８豪雪（２００６））までの災害について、九死に一生を得た体験、役に立った普段からの備え、
後世に伝えたい教訓などを募集（８月３１日締切）（２００６年度の事業）県広報やホームページを通
じて県民へ伝承する。
滋賀
防災番組において、県内で発生した姉川地震について現地取材し、語りつがれている教訓、当
時のことを記した書物などを取り上げ放映した。
兵庫 人と防災未来センターにおいて、語り継ぎ事業を行っている。
鳥取
鳥取県西部地震の被災体験を語り継ぐための語り部育成事業を２００６年度から着手予定。地元高
齢者も含まれる。
岡山 消防庁で実施中の災害伝承データベースに協力。
徳島
徳島市において、昭和南海地震（１９４６）の体験者にアンケート及び聞き取り調査を行い、体験
談をまとめた冊子を作成し、配布している。また、防災講演会を実施している町村もある。
高知
自主防災組織で地域の防災マップを作成する過程で、個人の災害経験や土地に関する知識を他
の住民と共有する。小中学校の防災教育で、昭和南海地震（１９４６）の体験者の話を聞く授業が
行われることがある。
鹿児島 ２００６年度より、「災害を語る」として、防災研修センターのセミナー項目に加える。
神戸市
（兵庫県）
語り部派遣事業（神戸市職員（退職者も含む）や市民による震災の語り継ぎを行う）。防災福祉
コミュニティ活動（地域の高齢者が災害体験などを若者に伝えるため、小中学校での講師派遣
を行っている。
徳島市
（徳島県）
１９４６年に発生した昭和南海地震を体験された方々に対し、アンケート及び聞き取り調査を実施
し、その体験談をまとめた冊子を２００３年３月に作成し、コミュニティーセンターに配布した。
北島町
（徳島県）
防災講演会を実施（２００６年度）。
串本町
（和歌山県）
１９７７年度串本高校歴史部（現在は廃部）が、昭和南海道地震の記録として、町内の地震経験者
に聞き取りを行い、記録を残している：体験者の語り７名、体験者の証言１７名。町ではこのよ
うな記録が埋もれてしまうのは惜しいので、まちのホームページ、防災・消防に掲載している。
２００３年度、田並中学校では、生徒が南海地震の調査・研究の一部として昭和南海地震被害調査
をしている。
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３．４ 高齢者等の災害弱者への防災に対する先進的な取り組み
６都県から、８市区町の実施している取り組みについて具体的な回答があった（表４）。その多く
が緊急時の対策であり、住民が参加するタイプの取り組みと住民に対して提供するタイプの取り組み
に大別される。前者では、自主防災組織の役割と、自治会やボランティア、ＰＴＡの父兄会などを含
めたさまざまな団体間の連携や住民との協働が大きな特徴である。後者では、ひとり暮らし高齢者宅
の訪問（神戸市）がある。
注目されるのは、平素の防災活動に力を入れている徳島県由岐町である。防災学習会や防災訓練だ
けでなく、タウン・ウォッチングによる避難場所の検討や、防災ウォークラリー、防災筋トレ、防災
ずきん作成といった、さまざまな人たちが興味を持てるプログラムを提供している。
４．考察
災害弱者としての高齢者への配慮という面では、総じて、都道府県レベルの対策がきめ細かに立案
されているとは見なし難い。住民連絡網など、市町村の担当とされている項目については、都道府県
表４ 市区町村自治体によって実施されている特色ある防災プログラムの事例
Table 4. Advanced programs for disaster prevention provided by local municipalities.
都県 市区町 内 容
埼玉 坂戸市
鶴舞自主防災委員会で、災害時要援護者対策として「緊急時要援護者支援システム」
を構築している。
千葉 柏市
災害時に在宅の高齢者などの災害時要援護者を支援する「防災福祉 K−net（ケイネッ
ト）」を発足させた。構成員は、社会福祉協議会、自治会、各種ボランティア団体など、
要援護者と支援者に関係するさまざまな団体。災害時要援護者と支援者を登録し、安
否確認や救助などの支援にあたる。この取り組みは、２００５年度において国から災害時
要援護者対策のモデル事業として指定された。
東京
豊島区
要援護者情報の収集・共有、避難支援プラン策定：区役所内に検討委員会を立ち上げ
て検討を進め、２００６年１月に個人情報保護審議会の了解を得て、福祉関係部局の保有
個人情報を防災課で災害時要援護者用情報として整理中。今後、関係部局間で共有し、
平常時から活用し、避難支援体制の整備を図る予定。
練馬区
避難所での支援：地域行事等を活発に行っている小中学校のＰＴＡ等の父母を中心と
する避難拠点運営連絡会との連携を高めることにより、地域防災を活性化。発災時に
おける区の体制強化のため、現業職員の活用等についても検討中。
兵庫 神戸市 神戸市「防災福祉コミュニティ」は、ひとり暮らし高齢者宅への訪問活動をしている。
岡山 倉敷市 災害時要援護者避難支援プラン作成（モデル市町村）。
徳島
由 岐 町
（合併後、
美波町）
防災のベースは、自主防災組織であるとの認識の上で、行政がその活動を的確にサポー
トすることに務めてきた。具体的には、防災学習会や防災訓練のほか、地域住民が主
体となって、津波避難場所検討に関するタウン・ウォッチング、津波避難マップの作
成、防災ウォークラリー、防災と健康づくり「テレビを観ながらでもできる防災筋ト
レ」、防災ずきんの製作など、子どもから高齢者までが参加するという住民と行政によ
る協働の防災まちづくりを進めている。
美馬町
美馬市社会福祉協議会の事業として「災害時要配慮者対策に伴う自主防災組織立ち上
げ事業」に取り組んでいる。
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の主な役割が「市町村への指導」にとどまることもその一因である。施策全般に見られる特徴として、
次の２点を挙げることができる。高齢者を含めた「要援護者」集団に対する防災対策の整備が進めら
れていることと、自主防災組織等の地元住民のさまざまな組織を平素ならびに災害時の防災活動に組
み込もうとする傾向があることである。これらは、災害弱者対策の重要性への認識と自助努力を組織
化する動きと評価できる。ただし、個々の人々や世帯の必要性に合わせた十全かつ柔軟な対策を実施
する問題と個人情報を厳重に管理する問題とを、矛盾なく両立させて解決することは、必ずしも容易
ではない。
医薬品の備蓄に関しては、成人病用よりも外傷用の医薬品のほうが優先されているようである。阪
神・淡路大震災直後、医薬品卸業者に一番注文の多かったのは、心臓病や高血圧など循環器系の慢性
疾患用の薬であったという報告がある（岡本，１９９６：２２６－２２７）。高齢社会の今日、成人病患者集団
の規模が拡大していることに加え、こうした患者集団の中には、平時においてさえゆとりの少ない生
活を余儀なくされている人たちが少なくない。このような現状と、病気の性質上、常用する必要があ
ることとを踏まえると、災害の復旧・復興が進み、被災者の生活と医薬品供給システムが平常に戻る
まで、医薬品が十分に供給され、配布される体制が整えられなければならない。この課題には、患者
個人で医薬品をストックするか、公的にストックした医薬品の配布かだけの問題だけでなく、平時の
医薬品処方の量や渡し方など、さまざまな手続きの問題も関わっている。高齢化がいっそう進行する
なか、この課題への取り組みはきわめて重要なだけでなく切迫したものでもある。
高齢者の防災体験や身近な生活環境に関する知識を防災教育の教材として活用する取り組みは、ま
だ少数である。高齢者は、特別の配慮や支援を要する災害弱者である一方で、長年の生活経験から育
んだ知識や知恵を伝える人でもある。その意味において、各地で、災害体験の「伝承記録」を保存し
たり普及する計画が進められているのは貴重な取り組みである。また、雪下ろしのコツや土地に関す
る知識を伝達するケースもあるが、前者は実践的な生活の知恵であるし、後者はより幅広い環境教育
に関わる。身近な土地の自然や地理・歴史の情報や暮らしの方法を含めた「防災文化」（山崎，２００４；
藤，２００６）は、地域社会にとって貴重な資産であり、それを十分に活用することは、社会の基礎的な
防災力の向上につながると期待できる（Tanaka２００５；自然災害学会編集委員会，２００６）。
独自の高齢者防災に取り組んでいるケースをみると、地域密着型の防災ネットワークの構築、個別
対応、体験学習といった要素がある。防災のハード面よりはソフト面への注目や、すでにある住民組
織とボランティアとの連携が特徴的である。しかしながら、防災対策が、地域社会の実態に即し、多
様な属性を持つ住民集団を対象として柔軟に実施することを目指す場合、大きな問題となるのが、昔
ながらの地域社会のつながりをどう維持するか（門脇，２００６）、さまざまなタイプのいる要援護者の
個人情報の扱い方、公的支援と自助努力のバランスといった事柄である。これらの問題は、防災に限
らず、現代社会のさまざまな面に共通に存在する。
５．おわりに
本稿では、高齢者を対象とした防災と医療支援に関する調査票を全国の都道府県に送付して得た回
答に基づいて、（１）災害時要援護者としての高齢者への配慮、（２）高齢社会についての認識、（３）社会
資産としての高齢者の知識や知恵の活用、（４）先進的な高齢者防災という４点を中心に、どのような
防災対策が実施されているかについて報告した。主要な点は以下のとおりである。
（ａ）高齢者集団に特化した細かな対策が用意されているとは評価し難いが、要援護者のための対策あ
るいは住民全てのための対策の一環として、防災対策の整備が進みつつある。
（ｂ）地域レベルでの防災体制の大きな方向性としては、旧来のさまざまな住民組織やボランティアの
連携を活用する住民相互扶助型と、要援護者の個人情報管理を含んだ官庁主導型という２タイプがあ
る。
（ｃ）緊急時医薬品の備蓄は、外傷用に主眼がある。今日の社会における成人病患者の多さと常備薬の
供給問題の重要性に対する認識が深まっているとは言えない。
高齢社会と防災―都道府県の防災担当部局へのアンケート調査結果
―６５―
（ｄ）高齢者による災害体験や生活の知恵を、広義の「防災文化」として次世代に継承する試みは、ま
だ数少ないながらも、さまざまな工夫を凝らして各地で始められている。
本調査結果は、防災やリスク情報伝達、防災教育に関する最近の研究の焦点である住民集団の多様
性を前提とする柔軟な対策や教材の考案という課題にも、また、高齢者医療・福祉の分野で指摘され
ている自治体レベルでの公的支援や連携体制の確立という課題にも密接に関わっている。本調査結果
をふまえつつ、傷病者、外国人など様々なタイプの要援護者とその介護者の防災対策、都道府県レベ
ルと市町村レベルの防災体制の連携、諸外国における災害時要援護者のための防災対策と防災教育の
実態などの調査・分析を行うことを、今後の課題としたい。
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付表 地方自治体による高齢者のための防災対策と医療支援に関する調査票
１．都道府県名と回答された方の所属部局名
都道府県名 所属部局名
２．貴自治体で、よく発生する自然災害にはどのようなものがありますか。該当するものに○をつけ
てください。
（１）地震 （２）台風・豪雨 （３）豪雪 （４）地辷り （５）その他
３．直近の自然災害で、大きな被害のあったもの（死者があったもの）を挙げて下さい。
○発生の年月：
○名 称：
○被害の概要：
４．日常的な防災についてお尋ねします。該当するものに○を付け、さらに、把握できる範囲で、具
体的な内容をお書き下さい。
（１）防災グッズ・非常食などを、高齢者あるいは高齢者のいる世帯に
①支給している
・・・具体的には、どんなものを、どのように支給しているか。
②していない
③その他
（２）救急・救援物資（食糧・水・生活用品など）は、自治体で
①備蓄している
・・・どこにどれくらいの量を備蓄しているか。
また、備蓄物資の更新計画や、非常時の利用計画・手順は策定されているか。
②備蓄していない
③その他
（３）災害発生時の医薬品（とくに、抗生物質等の外傷用医薬品）は、自治体で
①備蓄している／入手先を確保している
・・・具体的な計画・内容
②とくに対策はない
③その他
（４）災害発生時の医薬品（とくに、循環器系の慢性疾患用医薬品）は、自治体組織で
①備蓄している／入手先を確保している
・・・具体的な計画・内容
②とくに対策はない
③その他
（５）家屋の補強や家具の倒壊防止対策について、高齢者あるいは高齢者のいる世帯に
①その費用や労力に関して、補助や支援を行っている
・・・具体的な内容
②していない
③その他
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５．災害発生時における安否確認や家族・親戚等への連絡について、該当するものに○を付け、さら
に、把握できる範囲で、具体的な内容をお書き下さい。
高齢者あるいは高齢者のいる世帯が居住するコミュニティ（自治会など）内で、
①住民同士の連絡網ができている
・・・具体的には、
②住民同士の連絡網をつくるよう、指導している
・・・具体的には、
③自治体の担当部局が、直接、安否確認や連絡にあたる
・・・具体的には、
④その他
６．自然災害の仕組みや、災害発生時にとるべき行動、平素の防災の心得について、住民の理解を高
めるための活動の一環として、どのようなことを行っておられますか。該当するものに○を付け、
さらに、把握できる範囲で、具体的な内容をお書き下さい。
（１）高齢者向けの手引きやパンフレット、行動マニュアルなどを
①発行・配布している
・・・具体的な内容や部数は、
②発行・配布していない
③その他
（２）高齢者向けの防災訓練や防災教育を
①実施している
・・・具体的な内容は、
②していない
③その他
（３）高齢者の同居家族や介護者向けの防災訓練や防災教育を
①実施している
・・・具体的な内容は、
②していない
③その他
７．高齢者の災害経験、身近な土地や環境についての知識や生存のための知恵などを、地域の文化的
・社会的な資産として活かすための施策や活動は行われていますか。
たとえば、被災体験のある高齢者が、体験談を語ったり、防災講座の講師となって話をしたりす
ることで、次世代に知識や知恵を伝えるような場や機会は作られていますか。該当するものに○を
付け、さらに、把握できる範囲で、具体的な内容をお書き下さい。
①ある
・・・・具体的な内容
②ない
③その他
８．貴都道府県内の市町村で、高齢者防災ならびに高齢者医療の向上のために、独自の積極的な取り
組みを行っているところがあれば、挙げて下さい。
田中 和子
―６８―
